
− 37−

Ⅰ．緒　　言

　高い医療水準や充実した医療・保険制度を持
つ日本は，国民の平均寿命が高く，2012年では，
女性が86.41歳，男性が79.94歳と世界有数の長
寿国となっている（厚生労働省，2013）。
　しかし，その一方，「不健康な期間」を表す平

均寿命と健康寿命との差が拡大しており，国
は，個人のQOL向上と社会保障負担軽減など
の理由から，2013年より開始された第２次健
康日本21の中心課題に健康寿命の延伸を挙げ
ている（厚生科学審議会，2012）。現在，国民一
般診療医療費の約３割，死亡者割合の約６割を
悪性新生物や心疾患，脳血管疾患などの生活習
慣病が占めている。40 ～ 64歳の壮年期では生
活習慣病に関連する死亡者割合の平均が56.5％
となっているため（厚生統計協会，2013），この
現状から壮年期に対する生活習慣病予防対策
が重視されている。国は生活習慣病を予防する
ことが健康寿命延伸につながるとして（橋本，
2013），主要な生活習慣病の発症予防や生活習
慣の改善を第２次健康日本21の目標に掲げて
いる。食生活の改善や運動習慣の定着等による
一次予防に重点を置いた対策が推進されている
が，その一環として，「健康づくりのための身体
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概　　要
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た支援が有効な方法であることが明らかとなった。
　また，地域の核となる人と協働活動を行うこで，より壮年期の住民の
ニーズや視点に沿った活動を展開できることが明らかとなった。
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活動基準2013」を策定し，ライフステージに応
じた健康づくりのための身体活動の推進を行っ
ている（厚生労働省，2013）。
　筆者らは2013年４月より，保健師学生とし
てＣ地区を担当し，地域への関わりを行ってき
た。その中で行った地域診断により，Ｃ地区で
は，2011年度の国民健康保険特定健康診査結果
において，壮年期の生活習慣病に関連する脂質
の値がＢ市の全体平均と比較して高いという現
状が明らかとなった。Ｃ地区では，健康増進の
取り組みとして健康づくり推進員や健康スポー
ツ部による活発な活動が行われているが，壮年
期の参加者は多いとはいえず，筆者らは，Ｃ地
区在住の壮年期を対象に，健康づくりを目的と
した取り組みを行う必要性が高いと考えた。ま
た，Ｃ地区では転出入が多いことから自治会加
入率が58.7％と低めであり，地区住民同士の交
流が希薄化しているという現状がある。よっ
て，今回の取り組みを住民同士の交流の機会に
もするため，地域住民と協働して多くの住民参
加を促したいと考えた。
　生活習慣病予防としては，運動や食生活の改
善など様々なものがあるが，筆者らは，今回，
壮年期の生活習慣病予防と同時に地域のつなが
りをさらに強めたいと考え，運動に焦点をあて
た取り組みを行った。運動に焦点をあてた理由
は，生活習慣病に対する運動の有用性が確立さ
れ，ストレス解消にも効果があると検証されて
いること（厚生労働省，2013），そして運動をす
るために住民が外出し，触れ合う機会が増える
ことで，住民同士のつながりもより強まると考
えたためである。運動をテーマに取り組む上で
は，目指す指標があることで地域住民も，より
運動に取り組みやすくなると考え，「健康づく
りのための身体活動基準2013」を参考に，厚生
労働省の推奨プログラムであるメッツ＋10を
取り入れて活動を展開した。今回，これらの取
り組みを通して，壮年期の健康意識向上を促す
ために必要とされる支援方法について検討し
た。
　なお，筆者らが考える健康意識向上とは，健
康への興味・関心を高めることであり，この度
の取り組みの目標は，「身体活動を今よりも10
分多く行おうと思う人が増える」とした。

Ⅱ．Ｃ地区の概要

１．Ｃ地区の特徴
　Ｃ地区には大きく３つの特徴がある。
　１つ目は，人口が増加していることである。
2013年３月現在のＣ地区の人口は，9,371人で
あり，世帯数は 3,364 世帯である，1955 年と比
較すると人口は3.3倍，世帯数は７倍であり，人
口，世帯数ともに大幅に増加している。
　２つ目の特徴は，出生率が高く，高齢化率が
低いことである。2011年のＣ地区の出生率は
15.0%であり，Ａ県の7.9%，Ｂ市の7.7%と比較
して高い。また，2011年のＣ地区の高齢化率は
17.6%であり，Ａ県の28.7%，Ｂ市の25.9%と比
較して低い。
　３つ目は，自治会の加入率が低下しているこ
とである。2012年の自治会加入率は58.7%で，
1998 年 79.1%，2003 年 69.3%，2008 年 61.3% と
徐々に減少している。この背景には，アパート
やマンションに転居してきた人の自治会への加
入率が低いことが考えられる。

２．Ｃ地区の生活習慣病の現状
　Ｂ市がまとめた2011年度のＢ市とＣ地区の
国民健康保険特定健康診査結果を表１に示し
た。40 ～ 64歳の壮年期の男性と女性の合計の
割合を算出した結果，Ｂ市全体に比較しＣ地
区が高い割合を示した検査項目は，中性脂肪，
HDL-C，LDL-Cの脂質に関する項目であった。
中性脂肪，HDL-C，LDL-CについてＢ市とＣ地
区を比較したものを図１に示した。
　また，Ｃ地区における中性脂肪，HDL-C，
LDL-Cについて2009年度と2011年度を比較し
たものを図２に示した。2009年度と2011年度
を比較し，中性脂肪の値が高い人の割合は変わ
らないが，HDL-Cが低い人，LDL-Cが高い人の
割合は2011年度の方が増加していた。

３．Ｃ地区の健康増進への取り組み状況
　Ｃ地区独自の健康増進への取り組みとして，
2008年10月より，健康づくり推進員が地区の健
康づくりを行う役割を担っており，健康サーク
ルの立ち上げへの協力や，イベントで健康コー
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表１　2011年度  B市とC地区の国民健康保険特定健康診査結果
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ナーを担当している。また，Ｃコミュニティセ
ンター（以下，コミュニティセンター）では住
民の自主運営によるサークル活動が活発であ
り，現在，38団体のサークルが立ち上がってい
る。その中で，運動を行うサークルは，2009年
度に発足した健康サークルをはじめ，太極拳や
エアロビクスなど計15団体あり，Ｃ地区の健康
づくりにつながっている。また，コミュニティ
センターの事業企画の一つに，健康スポーツ部
がある。健康スポーツ部では，スポーツを通し
ての健康づくりと食育・緊急時処置法の学習・
大自然の中での体力づくりをテーマとし，ノル
ディックウォーキングによる災害時避難所巡り
やスポーツ講演会，トレーニング教室などを行
い，運動を通しての健康づくりに積極的に取り
組んでいる。さらに，Ｃ地区高齢者の会が企画
している事業の中に70歳以上の人を対象とし
た「歩け歩け運動」があり，月１回ウォーキング
を近隣地区合同で行っている。

４．Ｃ地区の壮年期の住民への取り組み状況
　Ｃ地区はコミュニティセンターの活動が活発
であるが，壮年期のみに対する独自の取り組み
はされていない。全年代のサークル参加者のう
ち壮年期は約３割に留まっており，その参加は
子どもを対象としたサークルへの参加という現
状がある。

Ⅲ．研究方法

１．対象
　Ｃ地区の壮年期（40 ～ 64歳）の住民

２．方法と内容
１）キャンペーン実施のための保健師学生と地

域住民との協働活動
　健康づくり推進員・健康スポーツ部・健
康サークルのメンバーと打ち合わせを行
い，事前に行った運動意識調査結果をもと
にキャンペーンの日時・内容・周知方法・
評価方法の検討を行った。

２）キャンペーン実施
　2014 年 12 月２日から 12 月 11 日の 10 日
間，キャンペーン期間を設けた。

（１）キャンペーンの周知と運動への意識づけ
　キャンペーンの周知と運動への意識づけ
として行ったことは，①ポスターをＣ地区
内にある45 ヶ所の病院や医院，薬局，スー
パー，飲食店等に掲示，②コミュニティセ
ンターの協力のもとチラシと健康だより
2,000部を自治会に加入している世帯に全
戸配布，③健康教室のチラシは児童を通し
て保護者の手元に届くように小学校へ配
布，④コミュニティセンターの広報車によ
る周知（１回），⑤10日間のキャンペーン
期間中，有線放送にてメッツ＋10の説明と
健康教室実施を周知し，健康教室終了後に
は，健康スポーツ部とダンスインストラク
ター，筆者らが作成したオリジナル体操の
放送実施。

（２）健康教室実施
　「あなたと繋ぐC地区の元気」をテーマ
に健康教室を実施した。健康教室の内容と
して，メッツと＋10の説明・運動の紹介（オ
リジナル体操・ノルディックウォーキング・
健康サークルの紹介）・体組成測定を実施
した。

（３）健康教室実施後の調査
　健康教室の際にアンケート調査用紙を配
布し，健康教室終了時に回収を行った。調
査項目は，①住民の背景として性別，年代，
居住地区，自治会加入の有無，職業の５項
目，②健康教室について6項目，③オリジ
ナル体操について２項目，④METs（メッ
ツ）について１項目，⑤キャンペーンにつ
いて５項目である。 

（４）キャンペーン実施後の調査
　2013 年 12 月９日から 12 月 13 日の５日
間，コミュニティセンターの来訪者や各
サークル参加者に実施した。アンケート調
査用紙はその場で配布し，回収を行った。
配布・回収においては，可能な限り筆者ら
が実施し，時間の都合上筆者らが対応でき
ない際はコミュニティセンターの職員の協
力を求め，コミュニティセンターに設置し
た回収箱を通し調査用紙の回収を行った。
調査項目は，①住民の背景として性別，年
代，居住地区，自治会加入の有無，職業の
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５項目，②健康教室について２項目，③有
線放送について２項目，④METs（メッツ）
について１項目，⑤キャンペーンについて
４項目，⑥今後の要望・意見について２項
目である。

３．期間
　2013年４月11日～ 12月13日

４．分析方法
１）キャンペーン実施のための保健師学生と地
　　域住民との協働活動

　キャンペーン実施における協働活動や取
り組みについて経時的にまとめた。

２）健康教室後の調査・キャンペーン後の調査
　調査結果を統計ソフトMicro soft Excel
を用いて単純集計にて分析を行った。

５．倫理的配慮
　健康教室実施後の調査・キャンペーン後の調
査対象者には，１）調査の主旨および調査協力
への参加は自由意思であること，２）協力の有
無にかかわらず利益・不利益がないこと，３）
調査は無記名で行い，得られたデータは住民
個人が特定できない方法で分析すること，４）
データは調査以外の目的で使用しないこと，
５）調査内容は終了後に破棄すること，６）調査
結果を報告会や論文として公表することなどを
記載した調査用紙を配布し，口頭で説明した。
アンケート調査用紙への回答・提出をもって調
査協力への同意を得たものとした。

Ⅳ．結　　果

１．キャンペーン実施のための保健師学生と地
　　域住民との協働活動
　キャンペーン実施のために行った打ち合わせ
等の日時や参加者，内容，決定事項などを表２
に示した。
　コミュニティセンター職員やＢ市市役所保健
師との３回の意見交換を通じて，運動を用いて
地域を健康に導く上での核となる人との協働
活動を行っていくことが決定した。地域におい
て活動の核となる人は，３名の健康づくり推進

員，健康スポーツ部と健康サークルの代表者で
ある。その後，具体的な取り組みについて，協
働活動のメンバーと２回の事前打ち合わせを
行った。また，話し合いの中で健康スポーツ部
の代表者からオリジナル体操作成の提案があ
り，メンバーから紹介されたダンスインストラ
クターを中心に体操作成の打合せを１回行っ
た。
　協働活動の活動項目と参加者，内容，活動時
における参加者の反応・様子については表３に
示した。産業文化祭で運動意識調査を行い，そ
の結果を基に地域の人と協働してキャンペーン
や健康教室を実施した。

２．キャンペーン実施後の調査
　キャンペーン実施後の調査回答者のうち壮年
期の地域住民の占める割合は32名（31.1％）で
あった。その調査結果を表４に示した。「キャン
ペーン実施後10分多く身体を動かそうと思っ
たか」では，「近いうちに増やそうと思った」が
９名（28.1％）と最も多く，次いで「増やそうと
思った」が６名（18.7％），「すでに増やしている」

「そう思わなかった」が各３名（9.4％）であった。
「キャンペーンを知った方法」では，「回覧板」が
16名（64.0％）と最も多く，次いで「有線放送」
が４名（16.0％），「その他」が３名（12.0％），「ポ
スター」が２名（8.0％）の順であった。その他の
うち「知人からの紹介」が２名（8.0％）を占めて
いた。「メッツを知ることができたか」では，「は
い」が18名（69.0％），「いいえ」が８名（31.0％）
であった。

３．健康教室実施後の調査
　健康教室実施後の壮年期の調査回収率は11
名（100.0％）であった。その調査結果を表５に
示した。「健康教室後10分多く身体を動かそう
と思ったか」では，「増やそうと思った」が５名

（45.5％）で最も多く，次いで「近いうちに増や
そうと思った」が４名（36.4％），「そう思わな
かった」が２名（18.1％）であった。「健康教室を
知った方法」としては，「回覧板」が４名（28.6％）
で最も多く，次いで「ポスター」が２名（14.3％），

「有線放送」と「産業文化祭」が１名（7.1％）の順
であった。その他の理由としては，知人からの
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表３　保健師学生と住民との協働活動による取り組み
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紹介が全体の28.6％を占めていた。「教室に対
する満足度」では，「満足」が10名（90.9％），「ど
ちらかといえば満足」が１名（9.1％）であり，教
室参加者の満足度は高かったという結果が得ら
れた。「どのような運動をしたいと思ったか」で
は，「日常生活動作の工夫」が８名（61.5％）と
最も多く，次いで「ノルディックウォーキング」

「オリジナル体操」が２名（15.4％）の順であっ
た。「オリジナル体操を広めたいか」では，「は
い」が11名（100.0％）であった。

Ⅴ．考　　察

　キャンペーン実施後の調査結果より，キャン
ペーンによって健康意識が向上した人は全体の
約半数であった。キャンペーン中に行った健康
教室では，筆者らが対象とする壮年期の参加者
は少なく，キャンペーン後に行った調査でも壮
年期の回収率は低かった。このことから，地域
で行う健康への取り組みに壮年期の参加を促す
ことへの課題が残った。
　今回の地域住民との協働による取り組みか
ら，壮年期の健康意識向上を促すために必要と
される支援方法について以下に考察して述べ
る。

１．キャンペーン実施
１）周知の方法
　10日間のキャンペーン期間を設けたことで，
回覧板によるチラシの全戸配布や有線放送，ポ
スターなど様々な手段を用いて周知を行うこと
ができ，住民の健康意識の変容につながったと
考えられる。住民がキャンペーンを知った方法
としては，回覧板が最も多かった。一般的に日
頃から回覧板を見る習慣があるため，そこで流
される情報は，内容の興味を問わず住民の目に
触れる機会が多いと考えられる。また，手元に
直接情報が届くため，自分の時間がある時に見
ることができ，働き盛りかつ子育て世代である
壮年期の生活スタイルに適していると考えら
れる。回覧板以外の方法として，病院や医院，
薬局，スーパー，飲食店など様々な場所へポス
ター掲示を依頼したが，住民への周知効果は低
かった。今回は，住民がよく利用すると思われ
る場所へ多く依頼したが，結果的には地区内の
掲示場所に偏りが出たため，住民全体への周知
には至らなかったと考えられる。また，住民が
よく利用する場所に掲示したポスターも，その
他の掲示物の中では目立ちにくく，住民の目に
は留まりにくかった。よって，ポスター掲示の
際には地区内全体でのバランスを考えた場所の
選定や，住民の目に留りやすいデザイン・大き
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さの工夫も必要であると考えられる。今回の健
康教室参加者の約3割は知人からの紹介によっ
て参加していた。菱沼ら（菱沼ら，2007）は「町
内会やPTAという地域住民の組織では，信頼
できる人物からの口コミによる情報の持つ力は
大きい」と述べており，馴染みのある知人から
の情報提供は影響力が増し，周知効果が高まる
と考えられる。これらのことから，周知の際に
は，地域住民と協働して人から人へのつながり
を活かした周知を行うことが効果的であると考
える。
２）健康教室実施
　健康教室の内容については，教室実施後の調
査で健康への意識が向上した参加者が８割を
超えたことから，意識変容に非常に有効な内容
であったと言える。今後取り入れたい運動とし
て，生活動作を少し大きくしたり，増やしたり
する「日常生活動作の工夫」と回答した参加者
が最も多かった。働き盛りかつ子育て世代であ
る壮年期は，一般的にあえて運動のために時間
を割くことや強度の強い運動を生活の中に取り
入れることは困難であり，生活の延長として気
軽に実施でき，継続しやすい運動の提示が，意
識変容につながったのではないかと考えられ
る。また，寸劇を用いて日常生活動作の工夫を
紹介したことで，住民にとってイメージしやす
いものとなり，今後取り入れてみたい運動とし
て評価が高かったと考えられる。
　健康教室の開催方法については，働き盛りか
つ子育て世代という壮年期の特性を考慮し，託
児所を設けて，休日の午前と午後に実施した。
しかし，壮年期の地域住民の参加率は全体の
29.7％と少なく，その要因として，壮年期の健
康への興味・関心そのものの低さも挙げられる。
そのため，健康への興味・関心を高めることも
必要であると考えられる。今回の壮年期の健康
教室参加者のうち，45.5％が子ども連れの参加
であった。このことから，健康への興味・関心
を高めるためには，子どもをきっかけにした支
援も一つの有効な方法であると考えられる。具
体的には，健康教室を親子が参加する地域行事
の中で開催することや，子どもが興味を持って
時間を過ごせる企画を教室と同時に実施するこ
と，また，親子で一緒に参加できる教室内容に

することなどが挙げられる。さらに，働き盛り
の壮年期は自らの健康に意識を向け難い世代で
あるため，職場やサークルなど壮年期の人が集
まる場所に支援者が出向いて取り組みを行うこ
とも効果的な方法であると考えられる。
　池畑ら（池畑ら，2011）は，地域に暮らす壮年
期女性の健康づくり運動教室受講行動に影響を
与える要因について検討することを目的に，運
動教室の参加者と非参加者を対象とした質問調
査を実施している。その中で，「運動教室を幅広
い住民に参加可能なものとするためには仕事，
子育て，介護などの社会的役割に配慮し，開催
日程や場所を検討することに加え，これらの社
会的役割遂行に注力している住民が自分自身の
健康に目を向けられるような働きかけが必要で
あると考えられる。非参加群では，健康志向性
が比較的低いことから，健康への興味関心を高
める啓発活動が第一に必要であるとも考えられ
る。自治体サービスへの関心も低いことから，
職場や子どもの学校など，それぞれの社会的役
割と密接に関連した場での情報提供も有効な方
法であると考えられる」と述べている。このこ
とから，壮年期への健康意識向上のためには，
壮年期の特性を理解し，社会的役割を考慮した
取り組み方法が必要であると考えられる。

２．保健師学生と地域住民との協働
　筆者らが考える協働とは，同じ目的に向かっ
て協力して活動を展開することである。今回，
筆者らは，地区の健康づくりにおいて核となる
住民と共に，Ｃ地区の壮年期の住民の健康意識
向上を図ることを目的に共に活動を展開してき
た。
　今回，地域住民と筆者らが企画の段階から協
働して取り組んだことで，住民のニーズや意見
を的確に把握することができた。その結果，オ
リジナル体操の作成や健康教室での寸劇などの
地域住民から提案された意見を反映し，より住
民の視点にそった活動の展開につながったと
考える。このことから，地域で取り組みを行う
際には，住民との協働が重要であると考えられ
る。
　健康教室後の調査結果より，参加者全員か
ら，オリジナル体操を地域で広めていきたいと
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いう回答が得られた。これは，オリジナル体操
がより地域の実情に即したものであったためと
言える。
　共に活動を展開してきた住民からは，「今ま
で筆者らがしてきたことを自分たちが受け継が
なければならない」という意見が聞かれ，より
地域の健康を担う責任感が増したと考えられ
る。平野ら（平野ら，2004）は，「地域の実態を
知り，何が問題であるか知る過程を経て，それ
ぞれの立場・役割において問題を解決しようと
する意欲が生まれ，地域のパワーが高まり，ま
さしく地域の健康水準が高められる」と述べて
いる。今回の取り組みをきっかけに地区内の健
康づくりにおいて核となる住民の健康意識が高
まったことで，今後も地区の中で取り組みが継
続されていくと考えられ，地区全体の健康水準
向上につながっていくことが期待される。

Ⅵ．結　　論

　今回の取り組みを通して，地域で暮らす壮年
期の健康意識向上のために必要な支援方法が明
らかとなった。
１．周知方法としては，日頃から住民が見る習

慣のある回覧板を用いることや，地域住民
と協働して人から人へと周知を行うことが
効果的である。また，ポスター掲示の際に
は，多くの人の目に留まるよう地域全体に
バランスよく掲示することや住民の目に留
まるようなデザインにするなどの工夫が必
要である。

２．働き盛りかつ子育て世代である壮年期の特
性を考慮し，職場や子どもなど，壮年期の
取り巻く環境を巻き込んだ支援を行ってい
くことが重要である。

３．住民と協働で活動に取り組み，住民の健康
に対するニーズの把握や住民の視点に沿っ
た活動を展開することが住民の健康意識向
上を促すために重要である。

４．支援者は，地域の核となる人を見つけて支
援し，地域の中で継続して活動を行うため
のきっかけづくりをすることが必要であ
る。

５．継続して活動を行うためには，地域の核と

なる人が地域の現状と課題を認識し，健康
に対する意識を高め，周囲に広めていくこ
とが重要である。 
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